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優越的地位の濫用規制・
下請法の概要等について

令和6年度
国産材の安定供給体制の構築に向けた
需給情報連絡協議会

公正取引委員会 事務総局
経済取引局 取引部 企業取引課

令和６年度 下請取引適正化推進月間ポスター

【資料４】
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独占禁止法は、取引上の地位が相手方に優越している一方の当事者が、取
引の相手方に対し、その優越的地位を利用して、正常な商慣習に照らして不
当に不利益を与えることを禁止（あらゆる取引が規制対象）。

【規制趣旨】
優越的地位の濫用は、
・取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引を阻害
・取引の相手方はその競争者との関係において競争上不利となる一方で、行為者はその

競争者との関係において競争上有利となる
公正な競争を阻害するおそれ

「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」（平成22年11月30日公表）

・法運用の透明性を一層確保し、事業者の予見可能性を高めるため作成

・全ての業種を対象としている

優越的地位の濫用規制①（概要）
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優越的地位の濫用規制②（規制趣旨）
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優越的地位の濫用に該当するかどうかは次の３つの要素から判断されます。

優越的地位

正常な商慣習に
照らして不当に

濫⽤⾏為

以下の事項を総合的に考慮

①取引の相手方の行為者に対する取引依存度

②行為者の市場における地位

③取引の相手方にとっての取引先変更の可能性

④その他行為者と取引することの必要性を示す具体的事実

公正な競争秩序の維持・促進の立場から是認されるものをい

い、現に存在する商慣習に合致しているからといって、直ちに

その行為が正当化されることにはなりません。

①購入・利用強制 ②協賛金等の負担の要請

③従業員等の派遣の要請 ④その他経済上の利益の提供の要請

⑤受領拒否 ⑥返品 ⑦支払遅延 ⑧減額

⑨取引の対価の一方的決定 ⑩やり直しの要請 ⑪その他

優越的地位の濫⽤規制③（判断要素）優越的地位の濫用規制③（判断要素）



取引先の事業遂行上必要がない商品について、購入しなければ取引を打ち切るなどとして、今後の取
引に影響すると受け取られるような要請を行い、その商品の購入を余儀なくさせること

購入・利用強制

発注内容に金型の設計図面を提供することが含まれていないにもかかわらず、取引の相手方に対し、
設計図面を無償で提供させること

派遣費用を負担することなく、清掃業務等の自己の利益にしかならない業務を行うよう取引の相手方
に要請し、そのための従業員を派遣させること

決算対策のための協賛金を要請し、取引の相手方にこれを負担させること（取引の相手方の商品又は
役務の販売促進に直接寄与しない催事、売場の改装、広告等のための協賛金等）
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優越的地位にある事業者が、以下の想定例に該当するような行為を行う
場合には、優越的地位の濫用として独占禁止法上問題となります。

優越的地位の濫用規制④（濫用行為）

１

取引の相手方が、発注に基づき商品を製造し、当該商品を納入しようとしたところ、売行き不振又は
売場の改装や棚替えに伴い当該商品が不要になったことを理由に、当該商品の受領を拒否すること

展示等に用いたために汚損したことを理由に、自己の一方的な都合により、商品を返品すること

社内の支払手続の遅延を理由として、自己の一方的な都合により、契約で定めた支払期日に対価を支
払わないこと

商品又は役務の提供を受けた後であるにもかかわらず、業績悪化、予算不足、顧客からのキャンセル
等自己の一方的な都合により、契約で定めた対価の減額を行うこと

自己の予算単価のみを基準として、取引先と十分協議することなく、一方的に、通常の価格より著し
く低い単価を定めること

商品又は役務の受領前に、自己の一方的な都合によりあらかじめ定めた商品又は役務の仕様を変更したにもかかわらず、そ
の旨を取引の相手方に伝えないまま、取引の相手方に継続して作業を行わせ、納入時に仕様に合致していないとして、取引
の相手方にやり直しをさせること

協賛金等の
負担の要請２

従業員等の
派遣の要請３

その他経済上の
利益の提供の要請４

受 領 拒 否

返 品

支 払 遅 延

減 額

取引の対価の
一方的決定

やり直しの要請

５

６

７

８

９
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 下請法の正式名称は、「下請代金支払遅延等防止法」（昭和３１年制定）。

 法目的は、下請取引の公正化と下請事業者の利益保護。

 下請法は、独占禁止法を補完する法律として制定。

 独占禁止法（優越的地位の濫用）による規制は、個別の認定（行為者の取引上の地位
が優越しているのか、行為によって不当に不利益を与えたのか等）に相当の期間を要
する。

 そこで、下請法は、一定の取引を対象とし、資本金区分を定めて、規制対象に当ては
まる取引の発注者（親事業者）を「優越的地位にある」ものとして取り扱い、下請取
引に係る親事業者の不当な行為を迅速かつ効果的に規制し、下請事業者の利益保護を
図るものである。

＜下請法の適用対象となる取引＞

製造委託

 物品を販売し、または物品の製造を請け負っている事業
者が、規格、品質、形状、デザインなどを指定して、他
の事業者に物品の製造や加工などを委託すること

情報成果物作成委託

 ソフトウェア、映像コンテンツ、各種デザインなどの情
報成果物の提供や作成を行う事業者が、他の事業者にそ
の作成作業を委託すること

修理委託

 物品の修理を請け負っている事業者が、その修理を他の
事業者に委託したり、自社で使用する物品を自社で修理
している場合に、その修理の一部を他の事業者に委託す
ること

役務提供委託

 他社から運送やビルメンテナンスなどの各種サービス（
役務）の提供を請け負った事業者が、請け負った役務の
提供を他の事業者に委託すること

下請法①（概要）
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下請法②（親事業者、下請事業者の定義）

 物品の製造委託・修理委託

 情報成果物作成委託・役務提供委託

（プログラム作成、運送、物品の倉庫における保管及び情報処理に係るもの）

 情報成果物作成委託・役務提供委託

（プログラム作成、運送、物品の倉庫における保管及び情報処理に係るものを除く）
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下請法③（親事業者の義務、禁止行為等）
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優越的地位の濫用規制と下請法による規制の違い

下請法による規制対象優越的地位の濫用規制対象

製造委託、修理委託、情報成果物
作成委託及び役務提供委託に限る

全ての分野対象となる取引

有り無し資本金区分

物流特殊指定
知っておきたい「物流分

野の取引ルール」

優越的地位の濫用
～知っておきたい

取引ルール～

下請取引適正化推進
講習会テキスト

知って守って下請法
～豊富な事例で

実務に役立つ～

掲載場所 ⇒ https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu.html
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発注者として採るべき行動／求められる行動

★行動①：本社（経営トップ）の関与

①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入
れる取組方針を具体的に経営トップまで上げて決定する
こと、②経営トップが同方針又はその要旨などを書面等
の形に残る方法で社内外に示すこと、③その後の取組状
況を定期的に経営トップに報告し、必要に応じ、経営
トップが更なる対応方針を示すこと。

★行動②：発注者側からの定期的な協議の実施

受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを
求められていなくても、業界の慣行に応じて１年に１回
や半年に１回など定期的に労務費の転嫁について発注者
から協議の場を設けること。特に長年価格が据え置かれ
てきた取引や、スポット取引と称して長年同じ価格で更
新されているような取引においては協議が必要であるこ
とに留意が必要である。

協議することなく長年価格を据え置くことや、スポッ
ト取引とはいえないにもかかわらずスポット取引である
ことを理由に協議することなく価格を据え置くことは、
独占禁止法上の優越的地位の濫用又は下請代金法上の買
いたたきとして問題となるおそれがある。

★行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること

労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める
場合は、公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額
やその上昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料を用
いて提示して希望する価格については、これを合理的な根拠の
あるものとして尊重すること。

★行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと

労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプ
ライチェーン全体での適切な価格転嫁による適正な価格設定を
行うため、直接の取引先である受注者がその先の取引先との取
引価格を適正化すべき立場にいることを常に意識して、そのこ
とを受注者からの要請額の妥当性の判断に反映させること。

★行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと

受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求めら
れた場合には、協議のテーブルにつくこと。労務費の転嫁を求
められたことを理由として、取引を停止するなど不利益な取扱いを
しないこと。

★行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること

受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、
必要に応じ労務費上昇分の価格転嫁に係る考え方を提案するこ
と。

本指針
の性格

 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。

 労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの行動指針に沿った行為を行うことが必要。

 本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある
場合には、公正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処することを明記。

 他方で、記載された発注者としての行動を全て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及び下請代金法上の
問題が生じない旨を明記。

12

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針①
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労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針②

★行動②：交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管

価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で保管す
ること。

発注者・受注者の双方が
採るべき行動／求められる行動

★行動①：定期的なコミュニケーション

定期的にコミュニケーションをとること。

★行動①：相談窓口の活用

労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について、国・地
方公共団体の相談窓口、中小企業の支援機関（全国の商工
会議所・商工会等）の相談窓口などに相談するなどして積
極的に情報を収集して交渉に臨むこと。

発注者に対して労務費の転嫁の交渉を申し込む際、一例
として、価格交渉の申込み様式（例）を活用することも考
えられる。

★行動②：根拠とする資料

発注者との価格交渉において使用する根拠資料としては、
最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率な
どの公表資料を用いること。

★行動③：値上げ要請のタイミング

労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて
１年に１回や半年に１回などの定期的に行われる発注者と
の価格交渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期
など受注者が価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者
の業務の繁忙期など受注者の交渉力が比較的優位なタイミ
ングなどの機会を活用して行うこと。

★行動④：発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら
希望する額を提示

発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側から
も希望する価格を発注者に提示すること。発注者に提示す
る価格の設定においては、自社の労務費だけでなく、自社
の発注先やその先の取引先における労務費も考慮すること。

受注者として採るべき行動／求められる行動

今後の対応

● 内閣官房は、各府省庁・産業界・労働界等の協力を得て、
今後、労務費の上昇を理由とした価格転嫁が進んでいない
業種や労務費の上昇を理由とした価格転嫁の申出を諦めて
いる傾向にある業種を中心に、本指針の周知活動を実施す
る。

● 公正取引委員会は、発注者が本指針に記載の１２の採る
べき行動／求められる行動に沿わないような行為をするこ
とにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合には、
独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処していく。

また、受注者が匿名で労務費という理由で価格転嫁の協
議のテーブルにつかない事業者等に関する情報を提供でき
るフォームを設置し、第三者に情報提供者が特定されない
形で、各種調査において活用していく。

・説明動画
（公正取引委員会公式YouTubeチャンネル）
https://www.youtube.com/watch?v=vyidGpQHTJM



https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html

https://www.jftc.go.jp/partnership_package/index.html
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価格交渉の申込み様式（例）
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公正取引委員会ウェブサイトの御紹介

トップページを開いたら、
上部の「下請法」をクリック

下請法の適用条件、親事業者の義務・禁止行為
を確認（各種パンフレットの掲載あり）

親事業者向け・
下請事業者向け
の各調査等の
お知らせ

下請法に関するよくある質問
をＱ＆Ａ形式で掲載

勧告一覧・各勧告に関する報道発表資料
（現在、平成23年以降の掲載）

各種講習動画の案内、対面又はオンラ
イン形式による下請法等講習会の案内

https://www.jftc.go.jp/（パソコンからアクセスした場合の画面）

運用基準の改正、指導基準の変更、
パブリックコメントの案内等

相談：下請法等の一般的な考え方を確認
申告：ある事業者に対する調査の依頼 ほか

定期的にアクセスして情報収集を！

１

現在、「取引適正化に向けた公正取引委
員会の取組」（特設ページ）を案内中



YouTube公正取引委員会チャンネル
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公開中！公正取引委員会チャンネル

下請法及び優越的地位の濫用規制についての基礎知識を
習得することを目的とした講習動画です。

下請法に係る想定事例を基に、様々な角度から問題の有無
を検討することにより、下請法の規制内容の正確な理解を
目指す動画です。

優越規制のエッセンス 労務費転嫁指針

下請法の基礎講習

● 現行計11本（１本15分前後）
✓ 下請取引の範囲（２つの条件）
✓ ４つの義務 とは
✓ 11項目の禁止事項 とは ほか

下請法の応用講習

● 現行計４本（１本20分前後）
● 基礎を理解した方はこちら
✓ 実践的な事例研究
✓ 下請法クイズ ほか

● まずはこれ１本！基本のキ
✓ 「優越的地位」とは
✓ 「正常な商慣習に照らして
不当に」とは

✓ 問題となる「濫用行為」とは ほか

● 数十秒のショート動画多数！
（○×クイズ形式）

● 発注側／受注側どちらも必見
● 労務費の上昇局面における

価格交渉のあり方

労務費転嫁指針に関心を寄せていただく広報動画のほか、
詳しく理解したい方向けの説明動画もあります。

優越的地位の濫用規制についての基礎知識を習得するこ
とを目的とした講習動画です。

令和6年10月18日 更新

公正取引委員会では、「下請法の基礎講習」、「下請法の応用講習」、「優越規制のエッ
センス」、「労務費転嫁指針」、ミニドラマを交えた「そうだったのか！よくわかる下請
法」等の動画をYouTubeの公正取引委員会チャンネルに掲載しています。
社内のコンプライアンス研修などに御自由に御活用ください。

令和6年3月28日 公開

令和5年11月1日 更新

令和6年11月1日 更新



18

全国の相談窓口（下請法等に関する一般的な考え方）

日本全国に相談窓口を設置しています

例えば…
下請法に関する
窓口はこちら

A社からの調達、
もしかして
製造委託？

下請事業者からの納期
間近だけど、客先から

キャンセルと…

電話
OK

匿名
OK

☞

等々… 些細な事でも

0120-060-110
【受付時間】10:00～17:00（土日祝日・年末年始を除く）

最寄りの担当窓口につながります

不当なしわ寄せに関する下請相談窓口

＼ 取引先からの行為に悩んでいませんか ／

中小事業者
の方々へ

企業取引課

東北事務所

中部事務所

近畿中国四国
事務所

北海道事務所

近畿中国四国事務所

中国支所

近畿中国四国事務所

四国支所

九州
事務所

沖縄
公正取引課

●

●

●
●●●●

●

●


